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（ 相手方の確認を受けた仕入明細書等）  

【 答】  

現行の請求書等保存方式においても 、 仕入側が作成し た一定事項の記載のある仕入明細

書等の書類で相手方の確認を 受けたも のについては、 仕入税額控除の要件と し て保存すべ

き 請求書等に該当し ます（ 消法 30⑨二）。  

こ れは、区分記載請求書等保存方式の下でも 同様ですが、仕入税額控除の要件と し て保存

すべき 請求書等には、以下の事項が記載さ れているこ と が必要です（ こ れまでの仕入明細書

等の記載事項に加え、 下線部分が追加さ れまし た。（ 改正法附則 34②））。  

㋑ 書類の作成者の氏名又は名称  

㋺ 課税仕入れの相手方の氏名又は名称 

㋩ 課税仕入れを 行っ た年月日 

㋥ 課税仕入れに係る 資産又は役務の内容 

（ 課税仕入れが他の者から 受けた軽減対象資産の譲渡等に係る も のである 場合には、

資産の内容及び軽減対象資産の譲渡等に係る も のである 旨）  

㋭ 税率ご と に合計し た課税仕入れに係る 支払対価の額（ 税込価格）  

し たがっ て、 平成 31 年（ 2019 年） 10 月から は、 区分記載請求書等保存方式における請求

書等と し て、 こ れまでの記載事項に加え、 次のよう に「 軽減対象資産の譲渡等に係るも ので

ある旨」 及び「 税率ごと に合計し た課税仕入れに係る 支払対価の額」 を追加で記載し た上

問 86 当店は、 食料品及び日用雑貨の小売り を行っ ています。 こ れまで、 仕入先への代金の

支払いに当たり 、 下記のよう に請求書等保存方式における請求書等と し ての記載事項を

満たす仕入明細書を作成し 、 仕入先の確認を受け、 保存し ています。  

今後、 平成 31 年（ 2019 年） 10 月から は、 区分記載請求書等保存方式における請求書等

と し ての記載事項を満たす仕入明細書を作成し 、 保存し たいと 考えています。 こ の場合、

当店は、 どのよう な対応が必要でし ょ う か。【 平成 30 年１ 月追加】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仕入明細書 

㈱○○御中       XX 年 11 月 30 日  

               △△商店 

11 月分 125,600 円（ 税込）  

日付 品名 金額 

11/1 いちご 5,400 円 

11/2 牛肉 10,800 円 

11/2 ｷｯﾁﾝﾍ゚ ﾊー゚  ー 2,160 円 

 

 

 

  

 

 

支払金額合計（ 税込み）  125,600 円 

（別紙１）
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で、 相手方の確認を受けたも のを保存し ておく 必要があり ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 旧税率対象が混在する請求書）  

【 答】  

平成 31 年（ 2019 年） 10 月から 、 仕入税額控除の要件と し て保存すべき請求書等には、 以

下の事項が記載さ れているこ と が必要です（ こ れまでの請求書等の記載事項に加え、下線部

分が追加さ れまし た。 改正法附則 34②）。  

㋑ 書類の作成者の氏名又は名称 

㋺ 課税資産の譲渡等を 行っ た年月日 

㋩ 課税資産の譲渡等に係る 資産又は役務の内容 

（ 課税資産の譲渡等が軽減対象資産の譲渡等である 場合には、 資産の内容及び軽減

対象資産の譲渡等である 旨）  

㋥ 税率ご と に合計し た課税資産の譲渡等の対価の額（ 税込価格）  

㋭ 書類の交付を 受ける 当該事業者の氏名又は名称 

と こ ろ で、 平成 31 年（ 2019 年） ９ 月までの取引に適用さ れる税率８ ％（ 以下「 旧税率」

問 87 当店は、 飲食料品及び関連商品の卸売業を営んでおり 、 毎月 15 日締めで相手先に請求

を行っ ています。 請求締め日が月中であるこ と から 、 平成 31 年（ 2019 年） 10 月分の請求

書（ 9/16～10/15） には、 平成 31 年（ 2019 年） ９ 月 30 日までの旧税率８ ％と 平成 31 年

（ 2019 年） 10 月１ 日から の軽減税率８ ％の対象商品が混在するこ と と なり ますが、 区分

記載請求書等と し ての記載要件を満たすためには、 どのよう な記載が必要と なり ますか。

【 平成 29 年１ 月追加】  
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と いいます。）は、消費税率 6.3％と 地方消費税率 1.7％の合計であり 、他方、平成 31 年（ 2019

年） 10 月から の取引に適用さ れる軽減税率８ ％は、 消費税率 6.24％と 地方消費税率 1.76％

の合計ですので、 旧税率８ ％と 軽減税率８ ％では、 その内訳が異なっ ています。  

こ のため、 貴店の平成 31 年（ 2019 年） 10 月分の請求書の場合のよう に、 一の請求書にお

いて、 旧税率が適用さ れる取引と 軽減税率が適用さ れる取引と が混在すると き は、 上記㋥

（ 税率ごと に合計し た課税資産の譲渡等の対価の額） の記載に当たり 、 標準税率 10％と 軽

減税率８ ％を税率ごと に合計するだけでなく 、 旧税率８ ％の対象商品についても 、 例えば、

次の記載例のよう に、 当該商品を区分し て合計する必要があり ます。  

  

（別紙１）
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【 同一請求書内で、 平成 31 年（ 2019 年） ９ 月 30 日までの取引と 平成 31 年（ 2019 年） 10 月１

日から の取引を区分し て発行する場合の記載例】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ① 旧税率の適用対象と なる平成 31 年（ 2019 年） ９ 月 30 日までの取引については、 課税

資産の譲渡等の対価の額（ 税込み） の合計額を記載 

  ② 平成31年（ 2019年） 10月１ 日から の取引については、 軽減税率対象品目には「 ※」 など

を記載 

  ③ 平成31年（ 2019年） 10月１ 日から の取引については、 税率ごと に合計し た課税資産の譲

渡等の対価の額（ 税込み） を記載 

  ④ 「 ※」 が軽減税率対象品目であるこ と を示すこ と を記載 
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【 平成 31 年（ 2019 年） ９ 月 30 日までの取引に係る請求書と 平成 31 年（ 2019 年） 10 月１ 日か

ら の取引に係る請求書を分けて発行する場合の記載例】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 旧税率の適用対象と なる平成 31 年（ 2019 年） ９ 月 30 日までの取引に係る請求書を発行 

② 新税率の適用対象と なる平成 31 年（ 2019 年） 10 月１ 日から の取引に係る請求書を発行 

③ 平成 31 年（ 2019 年） 10 月１ 日から の取引については、 軽減税率対象品目には「 ※」 などを

記載 

④ 平成 31 年（ 2019 年） 10 月１ 日から の取引については、 税率ごと に合計し た課税資産の譲渡

等の対価の額（ 税込み） を記載 

⑤ 「 ※」 が軽減税率対象品目であるこ と を示すこ と を記載 

  

請求書 
 

㈱○○御中            2019 年 10 月 31 日 

 

② 10 月分 109,200 円(税込) 

(10/1～10/15) 

日付 品名 金額 

10/1 ③ 小麦粉 ※  5,400 円 

10/1 ｷｯﾁﾝﾍ゚ ﾊー゚  ー  2,200 円 

10/2 ③ 牛肉 ※  10,800 円 
   

合計 109,200 円 

④   10%対象 66,000 円 

 8%対象 43,200 円 

 ⑤ ※印は軽減税率対象商品  
 △△商事㈱ 

  

請求書 
 

㈱○○御中            2019年10月31日 

 

① ９ 月分 32,400円(税込) 

(9/16～9/30) 

日付 品名 金額 

9/16 豚肉   4,320円 

9/17  割り 箸    3,240円 

9/17 し ょ う ゆ 2,160円 

   

合計 32,400円 

 
 △△商事㈱ 

（別紙１）



- 52 - 

 

（ 一括値引がある場合のレシート の記載）  

【 答】  

飲食料品と 飲食料品以外の資産を同時に譲渡し 、割引券等の利用により 、その合計額から

一括し て値引き を 行う 場合、 税率ごと に区分し た値引き 後の課税資産の譲渡等の対価の額

に対し てそれぞれ消費税が課さ れるこ と と なり ます。  

そのため、 レシート 等における「 税率ごと に合計し た課税資産の譲渡等の対価の額」 は、

値引き 後のも のを明ら かにする必要があり ます。  

なお、 税率ごと に区分さ れた値引き 前の課税資産の譲渡等の対価の額と 税率ごと に区分

さ れた値引額がレ シート 等において明ら かと なっ ている場合は、 こ れら により 値引き 後の

税率ごと に合計し た課税資産の譲渡等の対価の額が確認でき るため、 こ のよう な場合であ

っ ても 、 値引き後の「 税率ごと に合計し た課税資産の譲渡等の対価の額」 が明ら かにさ れて

いるも のと し て取り 扱われます。  

ご質問の場合、 レシート の記載方法と し ては次のよう なも のがあり ます。  

 

（ 参考）  

顧客が割引券等を 利用し たこ と により 、 同時に行っ た資産の譲渡等を 対象と し て一括

し て対価の額の値引き が行われており 、 その資産の譲渡等に係る適用税率ごと の値引額

又は値引き 後の対価の額が明ら かでないと き は、 割引券等による値引額をその資産の譲

渡等に係る価額の比率により あん分し 、 適用税率ごと の値引額及び値引き 後の対価の額

を区分するこ と と さ れています。  

当該資産の譲渡等に際し て顧客へ交付する領収書等の書類により 適用税率ごと の値引

額又は値引き 後の対価の額が確認でき ると き は、 当該資産の譲渡等に係る値引額又は値

引き 後の対価の額が、 適用税率ごと に合理的に区分さ れているも のに該当するこ と と さ

れています（ 軽減通達 15）（ 問 69（ 食品と 酒類のセッ ト 販売時の一括値引） 参照）。  

 

  

問 88 当社は、 小売業（ スーパー） を営む事業者です。 当社では、 飲食料品と 飲食料品以外

のも のを同時に販売し た際に、 合計金額（ 税込み） から 1,000 円の値引きができ る割引券

を発行し ています。  

平成 31 年（ 2019 年） 10 月から 、 顧客が割引券を使用し 、 値引き を行っ た場合、 当社が

発行するレシート には、 どのよう な記載が必要と なり ますか。【 平成 29 年１ 月追加】  

（別紙１）
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（ 例）  雑貨 3,300 円（ 税込み）、 牛肉 2,160 円（ 税込み） を販売し た場合 

 

【 値引き後の「 税率ごと に合計し た課税資産の譲渡等の対価の額」 を記載する方法】  

 

① 値引き 後の税率ごと に合計し た課税資産の譲

渡等の対価の額（ 税込み）  

 （ 注）  値引額は以下のと おり 、 資産の価額の比

率であん分し 、税率ごと に区分し ています。 

     10％対象： 1,000×3,300/5,460≒604 

     ８ ％対象： 1,000×2,160/5,460≒396 

     また、 値引き後の対価の額は次のと お

り 計算し ています。    

10％対象： 3,300－604＝2,696 

     ８ ％対象： 2,160－396＝1,764 

 

 

 

 

【 値引き前の「 税率ごと に合計し た課税資産の譲渡等の対価の額」 と 税率ごと の値引額を記載

する方法】  

 

① 値引き 前の税率ごと に合計し た課税資産の譲

渡等の対価の額（ 税込み）  

② 税率ごと の値引額 

（ 注）  値引額は以下のと おり 、資産の価額の比率

であん分し 、 税率ごと に区分し ています。  

10％対象： 1,000×3,300/5,460≒604 

    ８ ％対象： 1,000×2,160/5,460≒396 

※ ①及び②の記載がそれぞれある場合、 値引

後の「 税率ごと に合計し た課税資産の譲渡等

の対価の額」 の記載があるも のと し て取り 扱

われます。  

10％対象： 3,300－604＝2,696 

     ８ ％対象： 2,160－396＝1,764 

スーパー○○ 

東京都・ ・ ・  
XX年11月1日 
 

 領 収 書  
 

牛肉 ※     \2,160 
雑貨       \3,300 
小計       \5,460 
 

割引      \1,000 
 合計       \4,460 
   ① （ 10％対象 \2,696）  
     （ ８ ％対象 \1,764）  

 ※印は軽減税率対象商品 
 

スーパー○○ 

東京都・ ・ ・  
XX年11月1日 
 

 領 収 書  
 

牛肉 ※     \2,160 
雑貨       \3,300 
小計       \5,460 
①  （ 10％対象 \3,300）  
   （ ８ ％対象 \2,160）  
 

割引      \1,000 
 ②   （ 10％対象 \604）  
     （ ８ ％対象 \396）  
 

合計       \4,460 
 ※印は軽減税率対象商品 

（別紙１）
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（ 売上げに係る対価の返還等がある場合の請求書の記載）  

【 答】  

ご質問の販売奨励金は、貴社の売上げに係る対価の返還等に該当し 、取引先の仕入れに係

る対価の返還等に該当し ます。  

売上げに係る対価の返還等を行っ た事業者については、 その売上げに係る対価の返還等

の対象と なっ た取引の事実に基づいて、適用さ れる税率を判断するこ と と なり 、その金額が

合理的に区分さ れていないと き は、 その対象と なっ た課税資産の譲渡等の内容に応じ て税

率ごと にあん分し 、 区分するこ と と なり ます（ 改正法附則 34②、 改正令附則８ ①）。  

また、仕入れに係る対価の返還等を受けた事業者については、その仕入れに係る対価の返

還等の対象と なっ た取引の事実に基づいて、適用さ れる税率を判断するこ と と なり 、その金

額が合理的に区分さ れていないと き は、 その対象と なっ た課税仕入れの内容に応じ て税率

ごと にあん分し 、 区分するこ と と なり ます（ 改正法附則 34②、 改正令附則７ ）。  

こ う し た売上げに係る対価の返還等を 行っ た場合や仕入れに係る対価の返還等を 受けた

場合、 一定の事項が記載さ れた請求書等の保存は求めら れていませんが、 次の事項等を 記

載し た帳簿を 保存する 必要があり ま す（ 消法 38②、 58、 消令 58、 71、 改正令附則８ ②、

消規 27、 改正省令附則 11） 。  

① 売上げに係る対価の返還等 

・  売上げに係る対価の返還等に係る課税資産の譲渡等が軽減対象資産の譲渡等である

場合には、 資産の内容及びその旨 

・  税率ごと に区分し た売上げに係る 対価の返還等を し た金額 

② 仕入れに係る 対価の返還等 

・  仕入れに係る対価の返還等が他の者から 受けた軽減対象資産の譲渡等に係るも ので

ある場合には、 資産の内容及びその旨 

し たがっ て、 貴社及び取引先は、 それぞれ、 上記①又は②の事項を 帳簿に記載し 、 税

率ご と に区分し た販売奨励金に係る 消費税額を 計算する 必要があり ま す。  

こ のよ う なこ と を 踏まえ、 請求書等の記載についての対応を ご検討く ださ い。  

問 89 当社は、 事業者に対し て食料品及び日用雑貨の卸売を行っ ています。 取引先と 販売奨

励金に係る契約を締結し ており 、 一定の商品を対象と し て、取引高に応じ て、 取引先に販

売奨励金を支払う こ と と し ています。  

また、 販売奨励金の精算に当たっ ては、 当月分の請求書において、 当月分の請求金額か

ら 前月分の販売奨励金の金額を控除する形式で行っ ています。  

販売奨励金の対象と なる商品に飲食料品と それ以外の資産が含まれている場合、 区分

記載請求書等保存方式における請求書等と し ては、 当該販売奨励金の額を税率ごと に区

分し て記載する必要があるのでし ょ う か。【 平成 29 年１ 月追加】  

（別紙１）
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（ 参考）  税率ごと の販売奨励金の記載例 

 

① 税率ご と に合計し た 課税資産の

譲渡の等の対価の額（ 税込み） を 記

載 

② 税率ご と の販売奨励金の額を 記

載 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

請求書 
㈱○○御中          XX年11月30日 

109,400円(税込) 

日付 品名 金額 

11/1 小麦粉 ※  5,400円 

11/1 ｷｯﾁﾝﾍ゚ ﾊー゚  ー 2,200円 

11/2 牛肉 ※ 10,800円 

   

小計 131,200円 

①   10%対象 88,000円 

8%対象 43,200円 

販売奨励金（ 10月分）  △21,800円 

②   10%対象 △11,000円 

8%対象 △10,800円 

合計 109,400円 

※印は軽減税率対象商品  ㈱○○物産 
  

（別紙１）



- 56 - 

 

（「 軽減対象資産の譲渡等に係るも のである旨」 の帳簿への記載方法）  

【 答】  

区分記載請求書等保存方式において保存が必要と なる 帳簿への「 軽減対象資産の譲渡等

に係るも のである旨」 の記載については、軽減対象資産の譲渡等であるこ と が客観的に明ら

かであると いえる程度の表示がさ れていればよく 、 個々の取引ごと に「 10％」 や「 ８ ％」 の

税率が記載さ れている場合のほか、 例えば、 軽減税率の対象と なる取引に、「 ※」 や「 ☆」

と いっ た記号・ 番号等を表示し 、 かつ、 こ れら の記号・ 番号等が「 軽減対象資産の譲渡等に

係るも のである旨」 を別途「 ※(☆)は軽減対象」 などと 表示する場合も「 軽減対象資産の譲

渡等に係るも のである旨」 の記載と し て認めら れるこ と と なり ます。  

 

【 記号・ 番号等を使用し た場合の帳簿の記載例①（ 取引ごと の請求書）】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ① 軽減税率対象品目には「 ※」 などを記載 

    ② 「 ※」 が軽減税率対象品目であるこ と を示すこ と を記載 

   （ 注）  こ の他、 帳簿に税率区分欄を設けて、「 ８ ％」 と 記載する方法や税率コ ード を記

載する方法も 認めら れます。  

問 90 区分記載請求書等保存方式において保存が必要と なる帳簿に記載する「 軽減対象資産

の譲渡等に係るも のである旨」 は、 どのよう に記載し たら よいですか。【 平成 29 年１ 月追

加】  

総勘定元帳  （ 仕入）    （ 注） 税込経理 

XX 年 
摘要 借方 

月 日 

11 1 △△商事㈱     雑貨 2,200 

11 1 △△商事㈱   ※食料品   ① 5,400 

11 2 ㈱○○物産     雑貨 1,650 

11 2 ㈱○○物産   ※食料品   ① 11,880 

    

② （ ※:軽減税率対象品目）  

請求書 
㈱○○御中         XX年11月2日 

13,530円(税込) 

日付 品名 金額 

11/2 牛肉 ※  10,800円 

11/2 し ょ う ゆ※ 1,080円 

11/2 割り 箸 550円 

11/2 ティ ッ シュ  1,100円 

合計 13,530円 

10%対象 1,650円 

8%対象 11,880円 

※は軽減税率対象品目   
㈱○○物産 

  

請求書 
㈱○○御中         XX年11月1日 

7,600円(税込) 

日付 品名 金額 

11/1 小麦粉 ※  5,400円 

11/1 ｷｯﾁﾝﾍ゚ ﾊー゚  ー  2,200円 

合計 7,600円 

10%対象 2,200円 

8%対象 5,400円 

※は軽減税率対象品目   
△△商事㈱ 

  

（別紙１）
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 （ 参考）  帳簿への資産の内容の記載は、 商品の一般的総称でまと めて記載するなど、 申告

時に請求書等を個々に確認するこ と なく 帳簿に基づいて消費税額を計算でき る程度

の記載で差し 支えあり ません。  

   

【 記号・ 番号等を使用し た場合の帳簿の記載例②（ 一定期間分の取引をまと めた請求書）】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 軽減税率対象品目には「 ※」 などを記載 

    ② 「 ※」 が軽減税率対象品目であるこ と を示すこ と を記載 

（ 注）  こ の他、 帳簿に税率区分欄を設けて、「 ８ ％」 と 記載する方法や税率コ ード を記

載する方法も 認めら れます。  

 

 

 

総勘定元帳  （ 仕入）    （ 注） 税込経理 

XX 年 
摘要 借方 

月 日 

11 30 ㈱○○物産     雑貨（ 11 月分）  88,000 

11 30 ㈱○○物産   ※食料品（ 11 月分）   ① 43,200 

    

② （ ※:軽減税率対象品目）  

請求書 
㈱○○御中         XX年11月30日 

11月分 131,200円(税込) 

日付 品名 金額 

11/1 小麦粉 ※  5,400円 

11/1 牛肉 ※ 10,800円 

11/2 ｷｯﾁﾝﾍ゚ ﾊー゚  ー 2,200円 

   

合計 131,200円 

10%対象 88,000円 

8%対象 43,200円 

※は軽減税率対象品目   
㈱○○物産 

  

（別紙１）


